
令 和 四 年 四

月 一 日 か ら

令 和 五 年 三

月 三 十 一 日

ま で

学 校 医 及 び 学

校 歯 科 医 の 率 一 ・ 二 一 一 ・ 一 四 一 ・ 一 六 一 ・ 一 四 一 ・ 一 三 一 ・ 一 〇

学 校 薬 剤 師 の

率 一 ・ 二 〇 一 ・ 一 六 一 ・ 一 二 一 ・ 〇 九 一 ・ 〇 六 一 ・ 〇 五

令 和 五 年 四

月 一 日 か ら

令 和 六 年 三

月 三 十 一 日

ま で

学 校 医 及 び 学

校 歯 科 医 の 率 一 ・ 一 五 一 ・ 一 一 一 ・ 一 四 一 ・ 一 三 一 ・ 一 二 一 ・ 一 〇

学 校 薬 剤 師 の

率 一 ・ 一 五 一 ・ 一 三 一 ・ 一 〇 一 ・ 〇 八 一 ・ 〇 六 一 ・ 〇 五

令 和 六 年 四

月 一 日 か ら

令 和 七 年 三

月 三 十 一 日

ま で

学 校 医 及 び 学

校 歯 科 医 の 率 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 九 一 ・ 〇 九 一 ・ 一 〇 一 ・ 〇 八

学 校 薬 剤 師 の

率 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 三

令 和 七 年 四

月 一 日 か ら

令 和 八 年 三

月 三 十 一 日

ま で

学 校 医 及 び 学

校 歯 科 医 の 率 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 三 一 ・ 〇 三 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 四

学 校 薬 剤 師 の

率 一 ・ 〇 五 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 四 一 ・ 〇 一 一 ・ 〇 二 一 ・ 〇 二

そ の 他 告 示

１ 株式会社日本政策投資銀行が危機対応業務を行う営業所又は事務所の所在地
 変更事項

変 更 前 変 更 後

営業所又は事務所の名称：北陸支店 営業所又は事務所の名称：北陸支店
郵便番号：9200031 郵便番号：9200031
所在地：石川県金沢市広岡三丁目１番１号 所在地：石川県金沢市広岡二丁目12番24号
電話番号：0762213211 電話番号：0762213211
 変更年月日
令和８年５月７日

 変更の理由
移転のため

官 庁 報 告

３ 地域試験 試験の区分「事務」、「技術」及び「技術（社会人）」については、次に掲げる地域試験
に区分し、実施する。
なお、試験の区分「技術（社会人）」の九州地域の地域試験は、行わない。
（地 域 試 験） （地域の範囲（採用官署が所在する地域の範囲））

事務北海道地域
技術北海道地域
技術（社会人）北海道地域

北海道

事務東北地域
技術東北地域
技術（社会人）東北地域

青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県

事務関東甲信越地域
技術関東甲信越地域
技術（社会人）関東甲信越地域

茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
山梨県、新潟県、長野県

事務東海北陸地域
技術東海北陸地域
技術（社会人）東海北陸地域

岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、富山県、石川県、福井県

事務近畿地域
技術近畿地域
技術（社会人）近畿地域

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県

事務中国地域
技術中国地域
技術（社会人）中国地域

鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県

事務四国地域
技術四国地域
技術（社会人）四国地域

徳島県、香川県、愛媛県、高知県

事務九州地域
技術九州地域 福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県

事務沖縄地域
技術沖縄地域
技術（社会人）沖縄地域

沖縄県
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こ の 告 示 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 し 、 令 和 八 年 四 月 一 日 以 後 に 支 給 す べ き 事 由 が 生 じ た 遺 族 補 償 一 時

金 又 は 障 害 補 償 年 金 差 額 一 時 金 の 額 の 計 算 に お け る 平 成 二 年 十 月 か ら 令 和 八 年 三 月 ま で の 分 と し て 支

給 さ れ た 遺 族 補 償 年 金 若 し く は 障 害 補 償 年 金 の 額 又 は 平 成 二 年 十 月 一 日 か ら 令 和 八 年 三 月 三 十 一 日 ま

で に 支 給 す べ き 事 由 が 生 じ た 障 害 補 償 年 金 前 払 一 時 金 若 し く は 遺 族 補 償 年 金 前 払 一 時 金 の 額 に つ い て

適 用 す る 。

国 家 試 験

2026 年度国家公務員採用一般職試験（高卒程度試験）公告
国家公務員法第47条の規定に基づき、採用試験について次のように告知する。
令和８年５月７日 人事院事務総長 佐々木雅之

１ 試験の名称 2026年度国家公務員採用一般職試験（高卒程度試験）
２ 試験の区分 事務、技術、技術（社会人）、農業土木、農業土木（社会人）及び林業
なお、事務（社会人）、農業、農業（社会人）及び林業（社会人）は、行わない。
 国家公務員採用一般職試験（高卒程度試験）の区分試験のうち、事務（社会人）、技術（社
会人）、農業（社会人）、農業土木（社会人）及び林業（社会人）の各区分試験を「国家公務員
採用一般職試験（社会人試験（係員級））」と、その他区分試験を「国家公務員採用一般職試験
（高卒者試験）」とそれぞれ総称する。

〇
財 務 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省
告 示 第 四 号

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 法 （ 平 成 十 九 年 法 律 第 五 十 七 号 ） 第 十 七 条 第 二 項 の 規 定 に 基 づ き 、 危 機

対 応 業 務 を 行 う 営 業 所 又 は 事 務 所 の 所 在 地 を 変 更 す る 届 出 が あ っ た の で 、 同 条 第 三 項 の 規 定 に 基 づ き 、

公 示 す る 。

令 和 八 年 五 月 七 日 財 務 大 臣 片 山 さ つ き

農 林 水 産 大 臣 鈴 木 憲 和

経 済 産 業 大 臣 臨 時 代 理

国 務 大 臣 松 本 洋 平



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